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　南国市の平成23年度普通会計の決算状況は、歳入
が204億6,109万６千円、歳出が196億9,586万３千
円で、歳入歳出差引額は７億6,523万３千円となり
ました。翌年度への繰り越し財源２億1,666万７千
円を除くと、５億4,856万６千円の黒字となります。
　また、歳入の根幹をなす市税総額は、6,227万５
千円の増となったものの、地方交付税は7,841万２
千円の減となり、地方交付税を穴埋めする臨時財政
対策債も１億5,825万円の減額となりました。
　地方債借入残高は、平成23年度末残高177億1,206

万４千円、対前年度比マイナス９億7,972万６千円、
5.2％の減となり、市債発行の抑制と公的資金補償金
免除繰り上げ償還の効果により着実に減少していま
す。
　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は88.9％と、
対前年度比で2.2%上昇し、財政の硬直した状態が依
然として続いています。
　今後も、公債費負担適正化計画などにより、健全
な財政運営確立に向け行財政改革を進めていきます。
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５億４,856万６千円の黒字　借金である地方債借入残高は着実に減少
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皆さんが納めた税金や国・県からの支出金、地方交付税は、どのように使
われたのでしょう？昨年度の南国市の収入と支出についてお知らせします。

◦普通会計とは？
　一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・
土地取得事業特別会計の合計額から、繰り入れや
繰り出しなど、会計間の重複額を控除した統計上
の会計区分です。

◦経常収支比率とは？
　地方税などの経常一般財源収入のうち、人件費や
公債費などの経常支出にどれだけ充当されたかを示
すもの。市では75％程度が妥当とされ、値が低いほ
ど、独自の政策にお金を支出することができます。

用
語
解
説

市 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

繰 入 金

そ の 他

皆さんが納めた税金

財政収入を一定の基準に保つため
に国から交付される財政援助資金

国が使い道を決めて渡すお金

県が使い道を決めて渡すお金

財政上の必要に応じて借り入れる
お金

預金などから引き出したお金

保育所や老人ホーム入所者の負担
金、証明書手数料、公共施設利用
料などのお金

民 生 費

公 債 費

総 務 費

土 木 費

教 育 費

衛 生 費

消 防 費

農林水産業費

議 会 費

労 働 費

商 工 費

災 害 復 旧 費

80億1,560万６千円（40.7％）

26億5,728万４千円（13.5％）

21億5,392万２千円（10.9％）

21億329万３千円（10.7％）

 13億2,743万１千円（6.8％）

　12億3,100万１千円（6.3％）

　８億9,378万８千円（4.5％）

　７億3,045万１千円（3.7％）

　２億4,213万３千円（1.2％）

　２億3,833万６千円（1.2％）

　１億169万４千円（0.5％）

　92万４千円（0.0%）

保育所や高齢者の施設の運営、
生活保護などにかかる費用

住民票・戸籍管理、市税の課税・
徴収、市庁舎の維持管理などに
かかる費用

必要上借り入れた借金の返済に
かかる費用

道路の整備や公園の建設、市街
地の開発などにかかる費用

小中学校の環境整備、図書館や
公民館の運営などにかかる費用

ごみの収集や健康診断などに
かかる費用

消防署の消火・救急活動や、防災・
災害対策にかかる費用

農道・水路の修繕や改良、農林
水産業の振興にかかる費用

議員報酬や議会運営にかかる
費用

災害復旧にかかる費用

歳入の内訳 204億6,109万６千円

目的別歳出の内訳 　196億9,586万３千円

61億7,356万７千円（30.2％）

48億2,662万６千円（23.6％）

36億2,918万８千円（17.7％）

17億2,712万円（8.4％）

13億5,145万２千円（6.6％）

２億5,241万３千円（1.2％）

25億73万円（12.3％）

平成23年度の
決算報告
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歳 出

雇用の確保や労働金庫などへ
の制度融資にかかる費用

商工業の振興にかかる費用
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